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平成平成平成平成２３２３２３２３年度普通交付税及年度普通交付税及年度普通交付税及年度普通交付税及びびびび地方特例交付金決定額等地方特例交付金決定額等地方特例交付金決定額等地方特例交付金決定額等についてについてについてについて    
 
ⅠⅠⅠⅠ    普通交付税普通交付税普通交付税普通交付税    
 

１．普通交付税決定額（全国） 
（単位：億円、％） 

区  分 平成23年度 
平成22年度 

（当初算定） 
対前年度伸率 

道 府 県 分 ８７，２５５ ８４，８２２ ２．９ 

市 町 村 分 ７６，９３８ ７３，９７５ ４．０ 

合 計 １６４，１９３ １５８，７９７ ３．４ 

※  なお、平成２３年度の普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額は、 

・道府県分：１２４，７５４億円（対前年度伸率△５．０％） 

・市町村分： ９８，９７２億円（対前年度伸率△１．２％） 

   

２．本県分  

（１）交付決定額 （臨時財政対策債を加えた額） 

県    分     2,194億8,317万3千円 （2,682億9,505万8千円） 

市町村分     1,945億4,905万4千円  （2,196億4,937万1千円） 

（２）対前年度比較 

    ア  県分の交付決定額は、前年度に比べ64億7,130万5千円（3.0％）の増となった。 

      交付決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額は、前年度に比べ76億

5,960万6千円(2.8％)の減となった。 

    イ  市町村分の交付決定額は、前年度に比べ28億4,959万4千円（1.5％）の増となった。 

       六ヶ所村は平成８年度から引き続き不交付団体となっている。 

実質的な地方交付税額（交付団体ベース）は、前年度に比べ40億1,550万9千円(1.8％)の減となった。 

      （市町村別の額は別紙１・２のとおり。） 
（単位：千円、％） 

区 分 平成23年度 
平成22年度 

（当初算定） 
差引増減 伸率 

県   分 
（２６８，２９５，０５８） 

２１９，４８３，１７３ 

（２７５，９５４，６６４） 

２１３，０１１，８６８ 

（△７，６５９，６０６） 

６，４７１，３０５ 

（△２．８） 

３．０ 

市町村分 
（２１９，６４９，３７１） 

１９４，５４９，０５４ 

（２２３，６６４，８８０） 

１９１，６９９，４６０ 

（△４，０１５，５０９） 

２，８４９，５９４ 

（△１．８） 

１．５ 

合 計 
（４８７，９４４，４２９） 

４１４，０３２，２２７ 

（４９９，６１９，５４４） 

４０４，７１１，３２８ 

（△１１，６７５，１１５） 

９，３２０，８９９ 

（△２．３） 

２．３ 

※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

 



３．雇用対策・地域資源活用推進費（平成23年度計上） 

 

（１）雇用対策・地域資源活用推進費の概要 

地域の雇用情勢等に応じて、雇用機会の創出や、地域の資源を活用した経済の活性化等を図るとともに、

高齢者の生活支援など、住民のニーズに適切に対応した行政サービスを展開できるよう「雇用対策・地域資

源活用推進費」を計上。 

  

（２）雇用対策・地域資源活用推進費の算定額（全国) 

（単位： 億円 ） 

区 分 道府県分 市町村分 合 計 

雇用対策・地域資源活用推進費 ２，２５０ ２，２５０ ４，５００ 

 

 （３）本県分 

（単位： 千円 ） 

区 分 県  分 市町村分 合 計 

雇用対策・地域資源活用推進費 ５，１６６，４４７ ５，８８２，５９５ １１，０４９，０４２ 

※市町村別算定額は別紙３のとおり。（不交付団体を含む。） 

 

※参考 

   雇用対策・地域資源活用臨時特例費（平成２２年度計上）：当初算定 

（単位： 千円 ） 

区 分 県  分 市町村分 合 計 

雇用対策・地域資源活用臨時特

例費 
５，４１０，２２０ ６，００２，４１８ １１，４１２，６３８ 

※市町村別算定額は別紙３のとおり。（不交付団体を含む。） 

※なお、「雇用対策・地域資源活用臨時特例費」は平成２２年度で廃止。 

 

４．東日本大震災の被災団体に対する算定上の特例 

  東日本大震災に伴い「特定被災地方公共団体」に指定された団体に対して、小・中学校費、その他の教育費

（幼稚園）や法人関係税等の算定において特例的な措置を講じ、財政運営に支障が生じないよう配慮。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ⅡⅡⅡⅡ    臨時財政対策債発行可能額臨時財政対策債発行可能額臨時財政対策債発行可能額臨時財政対策債発行可能額    
 

１．臨時財政対策債の概要 

地方財源の不足に対処するため、平成 23 年度から平成 25 年度の間、地方財政法第５条の特例として発行さ

れるもの（平成 13 年度から平成 22 年度の間においても同様に発行）。 

なお、その元利償還金については、翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 

 

２．臨時財政対策債発行可能額の算出方法 

平成 23 年度においては、財政力の弱い地方公共団体に配慮し、財源調整機能を強化する観点から、今後３

年間で段階的に「人口基礎方式」を廃止し、平成 25 年度に「財源不足額基礎方式」へ完全移行されることとなっ

ており、昨年度に比べて、財源不足額基礎方式の割合が高くなっている。 

①人口基礎方式 

全ての地方公共団体を対象とし、各団体の人口を基礎として算出。 

②財源不足額基礎方式 

人口基礎方式による臨時財政対策債発行可能額を振り替えたときに、財源不足額が生じている計算となる

地方公共団体を対象とし、当該不足額を基礎として算出（財政力に応じて逓増）。 

（※財政力の弱い団体ほど臨時財政対策債発行可能額の割合を減らし、普通交付税の割合を増やす方向で 

の算出。） 

 

３．臨時財政対策債発行可能額（全国） 

                                                                      （単位：億円、％） 

区  分 平成２３年度 平成２２年度 対前年度伸率 

都 道 府 県 分 

      うち人口基礎 

     うち財源不足額基礎 

３８，２３４．５   

１０，６００．５   

２７，６３４     

４８，２１７．５   

２５，８８３．５   

２２，３３４     

△２０．７ 

 

 

市  町  村  分 

      うち人口基礎 

     うち財源不足額基礎 

２３，３５８．５   

９，０９２．５   

１４，２６６     

  ２８，８５１．５   

１９，１３１．５   

９，７２０     

△１９．０ 

 

 

合 計 

      うち人口基礎 

     うち財源不足額基礎 

  ６１，５９３     

１９，６９３     

  ４１，９００     

  ７７，０６９     

４５，０１５     

    ３２，０５４     

△２０．１ 

 

 

※不交付団体を含む。  

 

４．本県分 

  県   分  488 億 1,188 万 5 千円 

  市町村分  252 億 2,322 万 4 千円（市町村別発行可能額は別紙４のとおり） 

                                                                   （単位：千円、％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 差引増減 伸率 

都 道 府 県 分 

      うち人口基礎 

     うち財源不足額基礎 

４８，８１１，８８５ 

１５，６３７，１７３ 

３３，１７４，７１２ 

６２，９４２，７９６ 

３９，７７８，６４６ 

２３，１６４，１５０ 

△１４，１３０，９１１ 

△２４，１４１，４７３ 

１０，０１０，５６２ 

△２２．５ 

△６０．７ 

４３．２ 

市  町  村  分 

      うち人口基礎 

     うち財源不足額基礎 

２５，２２３，２２４ 

１０，３４４，６８８ 

１４，８７８，５３６ 

３２，２３２，１５９ 

２２，９９０，４３７ 

９，２４１，７２２ 

△７，００８，９３５ 

△１２，６４５，７４９ 

５，６３６，８１４ 

△２１．７ 

△５５．０ 

６１．０ 

合 計 

      うち人口基礎 

     うち財源不足額基礎 

７４，０３５，１０９ 

２５，９８１，８６１ 

４８，０５３，２４８ 

９５，１７４，９５５ 

６２，７６９，０８３ 

３２，４０５，８７２ 

△２１，１３９，８４６ 

△３６，７８７，２２２ 

１５，６４７，３７６ 

△２２．２ 

△５８．６ 

４８．３ 

※不交付団体を含む。 



ⅢⅢⅢⅢ    地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金    

 

１． 地方特例交付金の概要 

（１）児童手当及び子ども手当特例交付金 

平成 22 年度における子ども手当の創設等に伴い交付するものであり、各地方公共団体の子ども手当の創

設等に係る対象子ども数をそれぞれ基礎として算定するもの（現時点においては９月分までの支給に対応）。 

なお、平成 22 年度の税制改正に伴う平成 23 年度の地方増収が地方交付税のみであることから、不交付団

体に相当する一定の団体に係る平成 18 年度及び平成 19 年度の児童手当の制度拡充による負担について、

児童手当及び子ども手当特例交付金の算定において調整し、所要額を確保することとしていること。 

（２）減収補塡特例交付金 

①住宅借入金等特別税額控除分 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補塡するため、各

地方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として算定するもの。 

②自動車取得税交付金分（市町村分のみ） 

平成 21 年度税制改正における自動車取得税の減税に伴う自動車取得税交付金の減収の一部を補塡す

るため、平成 21 年度から平成 23 年度までの間、各年度 500 億円を各市町村の減収見込額に応じて算定

するもの。 

 

２． 地方特例交付金交付決定額（全国）  

                         （単位：億円、％）                                              

区  分 平成23年度 平成22年度 対前年度伸率 

都道府県 

   うち児童手当及び子ども手当特例交付金  

うち減収補塡特例交付金 

（住宅借入金等特別税額控除分） 

１，１６９ 

６３３ 

５３６ 

 

１，５６６ 

１，１６８ 

３９８ 

 

△２５．４ 

△４５．８ 

３４．７ 

 

市 町 村 

   うち児童手当及び子ども手当特例交付金  

うち減収補補塡特例交付金 

住宅借入金等特別税額控除分 

自動車取得税交付金分 

１，９３７ 

６３３ 

１，３０３ 

８０３ 

５００ 

２，２６５ 

１，１６８ 

１，０９７ 

５９７ 

５００ 

△１４．５ 

△４５．８ 

１８．８ 

３４．５ 

０ 

合   計 

うち児童手当及び子ども手当特例交付金  

うち減収補塡特例交付金 

住宅借入金等特別税額控除分 

自動車取得税交付金分 

３，１０５ 

１，２６６ 

１，８３９ 

１，３３９ 

５００ 

３，８３２ 

２，３３７ 

１，４９５ 

９９５ 

５００ 

△１９．０ 

△４５．８ 

２３．０ 

３４．６ 

０ 

 

３．本県分 

県   分   地方特例交付金：   9 億 2,792 万 7 千円 

市町村分   地方特例交付金：  14 億 7,570 万 2 千円 （市町村別決定額は別紙５のとおり） 

 

 

 

 

 

 

 



（単位：千円、％） 

区  分 平成23年度 平成22年度 対前年度伸率 

都道府県 

うち児童手当及び子ども手当特例交付金  

うち減収補塡特例交付金 

（住宅借入金等特別税額控除分） 

９２７，９２７ 

５９０，４７９ 

３３７，４４８ 

 

1，５６８，７５５ 

１，３１４，０３５ 

２５４，７２０ 

 

△４０．８ 

△５５．１ 

３２．５ 

 

市 町 村 

うち児童手当及び子ども手当特例交付金  

うち減収補塡特例交付金 

住宅借入金等特別税額控除分 

自動車取得税交付金分 

１，４７５，７０２ 

６０８，３４３ 

８６７，３５９ 

５０６，１７６ 

３６１，１８３ 

２，１１４，２７０ 

１，３９１，３２５ 

７２２，９４５ 

３８２，０７８ 

３４０，８６７ 

△３０．２ 

△５６．３ 

２０．０ 

３２．５ 

     ６．０ 

合   計 

うち児童手当及び子ども手当特例交付金  

うち減収補塡特例交付金 

住宅借入金等特別税額控除分 

自動車取得税交付金分 

２，４０３，６２９ 

１，１９８，８２２ 

１，２０４，８０７ 

８４３，６２４ 

３６１，１８３ 

３，６８３，０２５ 

２，７０５，３６０ 

９７７，６６５ 

６３６，７９８ 

３４０，８６７ 

△３４．７ 

△５５．７ 

２３．２ 

３２．５ 

６．０ 

    ※上記交付金は、いずれも普通交付税の交付・不交付にかかわらず、全地方公共団体が交付対 

象となる。 

 

 


